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知的財産権（IPR）侵害に対する
シンガポールの法律の概要

シンガポールには、IPRの所有と利用を保護する5つの主要な法律がある

• 2021年著作権法：著作物やソフトウェア、その出版物並びに上演を保護

• 1998年商標法：シンガポールにおける登録商標及びシンガポールにおける（登録の有無を問わ

ず）著名な商標を保護

• 2000年登録意匠法：登録意匠を保護

• 1994年特許法：登録特許および発明を保護

• 2014年地理的表示法：地理的表示を保護

著作権 商標 登録意匠 特許 地理的表示
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インターネットを基盤とする知的財産権侵害活動の２つのカテゴリー

インターネットを基盤とする知的財産権侵害活動

知的財産権を侵害する

物理的物品の販売

知的財産権を侵害する

デジタルコンテンツの

配信・上演・放送

物理的対策

デジタル対策

デジタル対策解決策
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物理的物品の
販売に対する
物理的対策
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知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象とした物理的対策

シンガポールは、物理的商品の輸出入を国境で規制することにより、大部分の知的財産権を保護してい

る

1) 請求による物品の差押え

特定の知的財産権所有者は、侵害が疑われる物品の差押えをシンガポール税関に書面で通知することがで

きる。通知は60日間有効である。差押えが行われた場合、知的財産権所有者は10営業日以内（さらに10

営業日延長可能）に訴訟を開始しなければならない。また、知的財産権者は、対象物品が知的財産権を侵

害しない場合の合理的な費用の補償または損害賠償の支払いに備え、税関に十分な保証金を提供する必要

がある。



PRESENTATION TITLE GOES HERE 6

シンガポールは、物理的商品の輸出入を国境で規制することにより、大部分の知的財産権を保護してい

る

1) 請求による物品の差押え

関連法令：

商標：商標法第82条

著作権：著作権法第332条

地理的表示：地理的表示法第56条

登録意匠：登録意匠法第68D条

シンガポール税関は、知的財産権の執行を行うための法的根拠として、上記それぞれの法律に対応する

（国境執行）規則を有する。

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象とした物理的対策
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シンガポールは、物理的商品の輸出入を国境で規制することにより、大部分の知的財産権を保護してい

る

2) シンガポール税関による物品の差押え

シンガポール税関は、登録商標、著作権又は登録地理的表示を侵害していると合理的に疑われる商品を、

自らの判断で差し押さえることができる。その後、税関は知的財産権者に通知し、権利者は直ちに税関に

対し差押えの継続を要請し、10営業日以内（さらに10営業日延長可能）に訴訟を提起する必要がある。

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象とした物理的対策
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シンガポールは、物理的商品の輸出入を国境で規制することにより、大部分の知的財産権を保護してい

る

2) シンガポール税関による物品の差押え

関連法令：

商標：商標法第93A条

著作権：著作権法第336条

地理的表示：地理的表示法第67条

シンガポール税関は、知的財産権の執行を行うための法的根拠として、上記それぞれの法律に対応する

（国境執行）規則を有する。

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象とした物理的対策
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シンガポールの物理的対策は、最終仕向国がシンガポールでない物品である「通過貨物」にまで及ぶ。

シンガポールの裁判所は「通過貨物」も国境執行の対象となると判断している。

シンガポール控訴裁判所は、通過貨物が商標法上「輸入された」と判断した。そのため、たとえ他国向け

の通過貨物であってもシンガポール法下では知的財産権を侵害する可能性がある（Burberry Ltd v

Megastar Shipping Pte Ltd [2019] SGCA 1）。

ただし、内容物を知らずに封印されたコンテナを扱う貨物運送業者は、輸入者又は輸出者として責任を負

わない。

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象とした物理的対策
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シンガポール警察とシンガポール税関は、偽造品の輸入を阻止するため、合同の国境執行を継続的に実施
している。

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象とした物理的対策
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シンガポールには、特定の知的財産権を間接的に保護する消費者保護法も存在する

シンガポールの消費者保護関連法は、虚偽の表示や広告による商品の販売に制限を設けている。

• 1979年商品販売法のもとでは、商品説明に基づく売買契約には、商品がその説明と一致するという黙

示的な条件が含まれている。

• 2003年消費者保護（公正取引）法のもとでは、消費者を欺く行為や誤解を招く行為は不公正な慣行と

される。こうした不公正な慣行は、被害を受けた消費者による民事訴訟につながる可能性があるほか、

シンガポール競争・消費者委員会による規制措置の対象となる可能性がある。
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物理的物品の販売に
対するデジタル対策
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知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象としたデジタル対策

知的財産権を侵害する物理的商品の販売者に対して、デジタル対策を講じることが可能である。

販売業者に対する差止命令および法定損害賠償

裁判所は、(a) 販売者に対し侵害商品の販売を停止するよう求める差止命令、及び/又は (b) 商標法に基づ
く販売者に対する法定損害賠償を命じることができる。

• Louis Vuitton Malletier v Ng Hoe Seng [2025] SGHC 122

被告は、Instagramアカウント「emcase_sg」その後「emcrafts_sg」を通じて、原告の登録商標が付さ
れた各種商品を販売していた。原告はこれを認知し、試験購入を行ったうえで、商標権侵害訴訟を提起
した。

シンガポール高等裁判所は、被告が当該Instagramアカウントを通じて侵害行為を継続することを防止す
る差止命令を出した。
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知的財産権を侵害する物理的商品の販売者に対して、デジタル対策を講じることが可能である。

販売業者に対する差止命令および法定損害賠償

商標法第31条(5)(c)に基づく法定損害賠償の原告からの請求に対し、シンガポール高等裁判所は、従来の
利益計算に代わるより簡便な救済手段として、法定損害賠償が、議会により立法化されたことを認めた。

したがって、原告は侵害行為による実際または予見可能な損害を立証する必要はない。

これは被告が訴訟手続きを通じて一貫して不在であったために損害に関する証拠が欠如していた原告に
とって、特に有用であった。

最終的に、被告に対し20万シンガポールドルの法定損害賠償が命じられた。

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象としたデジタル対策
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知的財産権を侵害する物理的商品の販売を助長する仲介プラットフォームに対するデジタル対策

仲介プラットフォームに対する措置

仲介プラットフォームには2種類ある
• マーケットプレイス：手数料を取ってユーザーに商品やサービスを販売するための広告・出品を認め
る

• ソーシャルメディア／メッセージングアプリ：ユーザーが商品やサービスの販売を宣伝できる

シンガポールは、このようなプラットフォームを一律に仲介者責任の対象とするには至っていない。そ
の理由は、これらのプラットフォームが通常は仲介者として機能し、商品の販売者とはみなされていな
いためである。プラットフォームが自らの名義と販売者としての立場で製品を販売することを決定した
場合、状況は異なる可能性がある。

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象としたデジタル対策
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知的財産権を侵害する物理的商品の販売を助長する仲介プラットフォームに対するデジタル対策

マーケットプレイスの監督：買い手注意（buyer beware）の制度

2022年、（内務省や通商産業省など複数の省庁により設立された）詐欺問題に関する省庁間委員会は、

シンガポールの主要なマーケットプレイスと連携して、Eコマースマーケットプレイス取引安全性評価

（「TSR」）を開始した。

TSRは、以下に関する詐欺防止対策の実施状況を評価する

a. 利用者の本人確認

b. 取引の安全性

c. 消費者の損失救済手段の有無

d. 詐欺防止対策の有効性

Source: Ministry of Home Affairs Infographic (last accessed 22 August 2025)

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象としたデジタル対策

https://www.mha.gov.sg/e-commerce-marketplace-transaction-safety-ratings
https://www.mha.gov.sg/e-commerce-marketplace-transaction-safety-ratings
https://www.mha.gov.sg/e-commerce-marketplace-transaction-safety-ratings
https://www.mha.gov.sg/e-commerce-marketplace-transaction-safety-ratings
https://www.mha.gov.sg/e-commerce-marketplace-transaction-safety-ratings
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Eコマースマーケットプレイス取引安全性評

価（「TSR」）

• 内務省は、参加するEコマースプラット

フォームのTSR評価や各プラットフォーム

が実施した対策を示すウェブサイトを運営

している。

Source: Ministry of Home Affairs website on TSR (last accessed 22 August 2025)

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を助長する仲介プラットフォームに対するデジタル対策

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象としたデジタル対策

https://www.mha.gov.sg/e-commerce-marketplace-transaction-safety-ratings
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Eコマースマーケットプレイス取引安全性評

価（「TSR」）

• Amazon、Lazada、Shopeeは、全ての安

全対策が実施されていることから、プラッ

トフォーム評価で最高の評価を獲得してい

る。

• これに対し、CarousellとFacebook 

Marketplaceは、一部の対策しか実施して

いないことから、最も低い評価となってい

る。

Source: Ministry of Home Affairs website on TSR (last accessed 03 September 2025)

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象としたデジタル対策

https://www.mha.gov.sg/e-commerce-marketplace-transaction-safety-ratings


PRESENTATION TITLE GOES HERE 19

知的財産権を侵害する物理的物品の販売を助長する仲介プラットフォームに対するデジタル対策

ソーシャルメディア／メッセージングアプリに対して法的措置を取ることは可能か？

理論上、ソーシャルメディア／メッセージングアプリの運営企業は、知的財産権を侵害する物理的商品

の販売を認可したとして、コモンロー上の不法行為法に基づき責任を問われる可能性がある。

しかし、これらの企業は一般的に「削除要請通知」のような仕組みにより侵害商品の販売者とは一線を

画す方針を採っているため、認可の立証は困難な場合がある。

実際には、消費者がこれらの企業に対して訴訟を起こしたことはこれまではなく、代わりにシンガポー

ル消費者協会（CASE）などの消費者保護機関に対し、消費者保護法を根拠に苦情を申し立てている。

知的財産権を侵害する物理的商品の販売を対象としたデジタル対策
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デジタルコンテンツの配信・上演・放送物
に対するデジタル対策



PRESENTATION TITLE GOES HERE 21

知的財産権を侵害するデジタルコンテンツの
配信・上演・放送を対象としたデジタル対策

著作権を侵害するデジタルコンテンツを含むオンライン上の拠点にユーザーがアクセスできるようにす

るインターネットサービスプロバイダー（ISP）に対しては、デジタル対策を講じることが可能である。

運営者の匿名性のため、単にオンライン拠点の運営者を対象とするだけでは効果的でないことが認めら

れている。

ISPに対する差止命令：アクセス無効命令

シンガポール裁判所は、ウェブサイトを「甚だしく侵害を行うオンライン拠点」と認定し、ISPに対しシ
ンガポール国内のユーザーからのアクセスを遮断するよう求める「アクセス無効命令」を発することが
できる。この命令は著作権侵害に関連する事案で利用可能である。

関連法令：
「甚だしく侵害を行う.オンライン拠点」の定義に関する2021年著作権法第99条
アクセス無効命令に関する2021年著作権法第325条(1)
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著作権を侵害するデジタルコンテンツの
送信を対象としたデジタル対策

アクセス遮断命令から動的差止命令へ

現在、シンガポールの裁判所は、アクセス遮断命令に基づき、ユーザーが「甚だしく侵害を行うオンラ
イン拠点」にアクセスするのを阻止するようISPに命じることができる。

アクセス遮断命令をさらに一歩進めて、シンガポールの裁判所は、アクセス遮断命令の実効性を確保す
るため、動的差止命令も発令する強い姿勢を示している。

動的差止命令は、ISPに対し、同一の侵害コンテンツを含むオンライン拠点への新たなアクセス手段を、
その都度遮断することを義務付けるものである。
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動的差止命令によるISPへの差止命令

動的差止命令は、侵害を行うオンライン拠点の運営者が取り得る回避策を予測し、それに対抗するため
の解決策である。裁判所は、これらの運営者がコンテンツを新たなオンライン拠点へ移すことで、アク
セス遮断命令を容易に無視し、裁判所命令の有効性を低下させ得ることを認識している（Disney
Enterprises, Inc. & Others v M1 Ltd & Others [2018] SGHC 206参照）。

動的差止命令はシンガポール議会によって特別に制定されたものではないが、シンガポールの裁判所は、
それが著作権法193DDA条に整合すると判断した。

著作権を侵害するデジタルコンテンツの
送信を対象としたデジタル対策
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対策の有効性の評価
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知的財産権侵害に対するシンガポールの現在の対策

商品の販売者

仲介プラットフォーム

ISP

知的財産権者からの
請求による差押え

シンガポール税関の
職権による差押え

物理的 デジタル

物理的対策は、知的財産権を侵害する商品の
輸出入を規制・阻止することを目的とする

デジタル対策は、侵害コンテンツへのアクセスを遮
断し、デジタル領域における侵害商品やサービスの
宣伝・広告・販売を処罰することを目的とする
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有効性の評価

インターネットを基盤とする知的財産権侵害活動

知的財産権を侵害する

物理的物品

知的財産権を侵害するデジタ

ルコンテンツ

デジタル対策と物理的対策の連携
により、侵害物理的商品のシンガ
ポールへの輸入やシンガポール経
由の輸出入を抑制してきた。

• 仲介業者の責任を法律で明示的
に課すべきか？

• アクセス遮断命令および動的差
止命令は、知的財産権者の救済
手段としてすべての知的財産関
連法に盛り込むべきか？
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注意事項
本プレゼンテーションは、必ずしもすての重要なトピックを扱うものではなく、また取り扱ったトピック
についてもそのすべての側面を網羅するものではありません。本プレゼンテーションは一般的な情報提供
のみを目的としており、法的助言やその他の助言を含むものでも、伝えるものでもありません。

本プレゼンテーションに含まれる情報の正確性の確保に努めておりますが、その正確性や完全性を保証す
るものではなく、また、本プレゼンテーションに依拠して生じたいかなる損失または損害についても責任
を負いません。

Vignesh Vaerhn

Tel: +65 9748 1275

vignesh.vaerhn@agasia.law

mailto:vignesh.vaerhn@agasia.law
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